












件手続法（「家事事件ならびに非訟事件手続に関する法律」 Gesetz u?ber das
 












































































































































からの暴力の排除と子の扶養法の改正に関する法律 Gesetz zur Ächtung
 









Erleichterung familiengerichtlicher Maßnahmen bei Gefa?hrdung des
 


















































































に非訟事件手続の改正のための法律 Gesetz zur Reform des Verfahrens
 





法律 Gesetz u?ber das Verfahren in Familiensachen und in den An-





































































































































































































(21) Michael Coester, Elterliche Gewalt, in Perspektiven des Familierechts:






















(22) ミュンヘンにおける協力関係形成については、Mu?nchener Kooperation der
 
am Familiengerichtsverfahren beteiligten Professionen,ZKJ 2006,S.282f.
(23) ここでは、2007年８月１日版の「子の滞在所、交流権、子の引渡しに関する手
続に対するミュンヘン家庭裁判所の基本姿勢 Leitfaden des Familiengerichts
 
Mu?nchen fu?r Verfahren,die den Aufenthalt des Kindes,das Umgangsrecht oder
 













に関する協定（Aktualisierte Absprache zur Zuzammenarbeit bei Mitwir-
kung im familiengerichtlichen Verfahren gemaß?8a,?50SGBⅧ i.v.mit






































との協力に関する基本合意（Mu?nchener Grundvereinbarung zu?8a und?
72a SGBⅧ,以下、「基本合意」と表記）を結び、また少年局職員向けに手
続のマニュアル（Mitwirkung im gerichtlichen Verfahren bei Gefa?hrdung
 
des Kindeswohles,以下、「マニュアル」と表記）や、子の福祉の危険の判
断のための基準（Hinweise zur Wahrnehmung und Beurteilung gewich-




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「子の保護の改善に関する法律 Entwurf eines Gesetzes zur Verbesserung des Kinders-
chutzes(Kinderschutzgesetz)」 連邦政府草案（BT-Drucks.16/12429）
１ 子の保護における協力に関する法律 Gesetz uber Zusammenarbeit im Kinders-
chutz (KiSchZus G)
第１条（子の保護と国の協力)
(１) 本法の目的は、児童ならびに少年の健全な成長とその身体的、知的ならびに精神
的な発達の支援を保障することにある。
(２) 子の保護と教育は、親の自然の権利であり、かつ何よりも親に課せられた義務で
ある。この義務の実行については、国家共同体がこれを監視する。
(３) 親がその教育権ならびにその教育責任を果たすにあたって、以下の点について、
必要な限りで、親を支援することは、国家共同体の任務である。
１． 個別事案において、親がこの責任により良く対応できること
２． 個別事案において、児童ならびに少年の成長にとっての危険を早期に認識する
ことができること
３． 個別事案において、児童ならびに少年の福祉に危険が及ぶことを回避すること、
または当該事案においてそれがもはや困難である場合には、新たな危険や侵害が生
ずることを防止することができること
(４) 社会法典第８編第８条 aの子に危険が及ぶ場合における保護申立の実行に関す
る諸規定は、影響を受けない。
早法85巻２号（2010）48
第２条（子の福祉に危険が及ぶ場合における守秘義務者による相談と情報の伝達）
(１) 刑法第203条にいう黙秘義務または守秘義務を負う者が、児童または少年の福祉
に危険が及ぶことについて重要な根拠を知るに至ったが、その危険についての正確な
評価が不可能である場合、または自分の専門的手段ではその危険を防止するには不十
分である場合には、身上配慮権者と状況について話し合い、当該児童または少年の有
効な保護に問題が生じない範囲で、必要な限りで身上配慮権者に適切な援助を求めさ
せるように努めるものとする。
(２) 第１項に規定された者は、子の福祉に危険が及ぶことの評価または必要かつ適切
な援助のために、その問題について経験ある専門家の意見を求め、そのために必要な
個人的なデータを伝えることができる。当該データは、その問題について経験ある専
門家へ伝達する前に、匿名化または仮名化されなければならない。
(３) 危険の評価を行うために、または児童もしくは少年の福祉に危険が及ぶことを回
避するために積極的な行動が必要であり、かつ身上配慮権者がこれに協力する意思が
なく、または協力できる状態にないときは、第１項に規定された者は、少年局に対
し、子の福祉に危険が及ぶことに関する重要な根拠を伝達する権限を有する。この場
合には、当該児童もしくは少年の有効な保護に問題が生じない限りで、関係者にあら
かじめその旨を示さなければならない。
第３条（子の福祉に危険が及ぶ場合における、その他の職業グループによる情報の伝達）
(１) 児童ならびに少年援助のサービスおよび施設外で、職業として児童ならびに少年
の育成、教育もしくは世話に当たっている者は、児童もしくは少年の福祉の危険に関
する重要な根拠を知ったときは、当該児童もしくは少年の有効な保護に問題が生じな
い限りで、身上配慮権者にその情報を伝達しなければならない。
(２) 第1項に規定された者は、子の福祉に危険が及ぶことの評価または必要かつ適切
な援助のために、その問題について経験ある専門家の意見を求め、そのために必要な
個人的なデータを伝えることができる。当該データは、その問題ついて経験ある専門
家への伝達の前に、匿名化または仮名化されなければならない。
(３) 危険の評価を行うために、または児童もしくは少年の福祉に危険が及ぶことを回
避するために積極的な行動が必要であり、かつ身上配慮権者がこれに協力する意思が
なく、または協力できる状態にないときは、第1項に規定された者は、少年局に対し、
子の福祉に危険が及ぶことに関する重要な根拠を伝達する権限を有する。この場合に
は、当該児童もしくは少年の有効な保護に問題が生じない限りで、関係者にあらかじ
めその旨を指示しなければならない。
(４) 警察官及び裁判官の近親者の通報義務および通報権は、それらの者に適用ある特
別規定に従う。
２ 連邦社会法典（SGBⅧ）の改正（抄訳）
子の権利の確保のための諸力の連携（岩志） 49
第８条 a
第１項２文の改正
当該児童もしくは少年の有効な保護に問題が生じない限りで、少年局は身上配慮権者
ならびに当該児童もしくは少年を危険の評価の際に関係者として含めなければならず、
また子および通常は子と身近な関係にある者からも、直接的な印象を得なければならな
い。
第２項の改正
本編の諸給付を提供する施設およびサービスの担体との合意においては、それらの担
体の専門職が自身が世話をしている児童もしくは少年に危険が及ぶことについての重要
な根拠を知るに至ったときには、危険の評価を行なうことが、保証されなければならな
い。その危険の評価に際しては、当該児童もしくは少年の有効な保護に問題が生じない
限りで、少年局は身上配慮権者ならびに当該児童もしくは少年を危険の評価の際に関係
者として含めなければならない。危険の評価に際しては、その問題について経験のある
専門職を助言者として参加させなければならない。合意の中においては、とくに以下の
ことが義務付けられなければならない。
１． 当該専門職が、身上配慮権者または教育権者に対して援助の請求を働きかける
こと。
2． 身上配慮権者が危険の評価への協力、または必要な援助の請求について、その意
思を持たず、またはそれを行うことができる状態にない場合には、当該専門職が少
年局に通知をすること。
早法85巻２号（2010）50
